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大阪府廃棄物処理計画 

１．一般廃棄物処理基本計画の目的と位置付け 

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137 号)｣（以下｢廃棄物処理法｣と

いう｡）第６条第１項において、市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物処理計画を定

めるものとされており、さらに、廃棄物処理法施行規則(昭和 46 年厚生省令第 35 号)第１

条の３の規定により、当該一般廃棄物処理計画には、一般廃棄物処理基本計画及び一般廃

棄物処理実施計画により、所定の事項を定めることとされている。 

本町の一般廃棄物(ごみ)処理基本計画(以下｢本計画｣という｡)は、廃棄物処理法に基づき

泉佐野市田尻町清掃施設組合(以下「施設組合」という。)と、本町とともに施設組合を構

成する泉佐野市の計画と整合性を図りつつ、本町のごみ処理について、その基本方針を定

めたものであり、その位置付けは図１に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        整合性 

                         

 

図１ 本計画の位置付け 

法律・国の制度 

環境基本法 環境基本法 

循環型社会形成推進基本

法 

循環型社会形成推進基本計画 

廃棄物処理法 資源有効活用促進法 

容器包装リサイクル法・食品リサイクル法・グリーン購入法・建設リサイクル法 

自動車購入法・家電リサイクル法・小型家電リサイクル法 

田尻町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 泉佐野市ごみ処理基本計画 

施設組合ごみ処理基本計画 

府の計画 

田尻町総合計画 

【上位計画との整合性】 

田尻町分別収集計画 
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本計画は、「廃棄物処理法」に定める一般廃棄物処理計画記載事項のうち、「処理施設

の整備に関する事項」を修正する必要が生じたため、平成 25 年度に策定した前計画(計画

目標年次平成 41 年度)の見直しを行ったものである。併せて、直近までの実績を反映し、

ごみ排出量の予測等について修正を行った。 

 

２．計画の期間 

本計画は、計画期間を図２に示すとおり初年度を平成 30 年度とし、平成 41 年度までの

12 年間のごみ処理に関する基本方針を示すものとする。 

なお、本計画は概ね５年後に改定を行うほか、計画の前提となる諸条件に変動があった

場合も改定を行うものである。 

 

計画対象地域：泉佐野市及び田尻町全域 

計画期間  ：平成 30 年度～平成 41 年度（12 年間） 

計画目標年 ：平成 41 年度 

 

 

 

図２ 計画の期間 

 

 

３．計画の性格と役割 

本計画は、一般廃棄物の適正処理を進めるために実施すべき施策・事業の長期的・総合

的な基本方針を示し、また、今後の一般廃棄物処理行政を執行するためのガイドラインを

設定したものである。 

本計画に基づき、住民・事業者・行政が一体となって具体的行動計画を検討・策定し、

実効性がある一般廃棄物処理に関する施策を推進するとともに、必要な施設整備の事業推

進を図るものとする。 

 

 

初年度
平成30年度

計画目標年度
平成41年度

計画期間12年間
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１．自然環境 

（１）位置 

本町は図３に示すとおり、大阪府南西部、和泉山脈北部に位置し、北東は泉佐野市、南

西は泉南市に接し、北西は大阪湾に面している。 

面積は本町が 5.62km2、泉佐野市が 56.51km2、施設組合を構成する本町及び泉佐野市全

体（以下「本圏域」という。）62.13km2である。 

 

 

 

図３ 位置図 

 

（２）気候 

本町の気象状況は、表１及び図４に示すとおりである。なお、本町には観測所が設置さ

れていないため近接する熊取町の観測データを使用する。 

本町の気候は季節風等の一般風の他、大阪湾・紀伊水道及び後背山地の影響による海陸

泉佐野市

田尻町

泉南市

熊取町

大阪湾

関西国際空港

和歌山県

貝塚市

施設組合第二事業所 

施設組合第一事業所 
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風や山谷風によって特徴づけられている。冬季は季節風の影響により西風成分が卓越し、

冬季以外は海陸風の変化による風系を形成している。また、瀬戸内式気候に属し温和・小

雨である。平均気温は 15～17℃、年間雨量は約 1,400mm となっている。 

 

 

表１ 気象状況 

【熊取観測所】 

    

資料：気象庁 HP 

 

【熊取観測所】 

 

資料：気象庁 HP 

図４ 月別降水量及び月平均気温（平成 24 年～平成 28 年） 

区分

年 日平均 日最高 日最低

平成24年 15.4 19.9 11.5 1,373.5 2.3 1,936.7

平成25年 15.9 20.3 11.8 1,380.5 2.4 2,218.7

平成26年 15.6 20.0 11.5 1,398.5 2.3 2,037.6

平成27年 16.1 20.2 12.2 1,402.5 2.2 1,890.1

平成28年 16.6 20.9 12.4 1,461.5 2.2 2,071.0

5カ年平均 15.9 20.3 11.9 1,403.3 2.3 2,030.8

平均風速
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平均気温(℃) 降水量
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２．社会環境 

（１）人口及び世帯数 

①人口及び世帯数の推移 

本町の人口及び世帯数の推移は、表 2及び図 5に示すとおりである。 

本町の人口推移は、平成 20 年度の 8,194 人と比べ、平成 28 年度では 8,528 人と増

加傾向にある。 

また世帯数は、平成 20 年度の 3,437 世帯と比べ、平成 28 年度では 3,977 世帯と増

加傾向であるが、１世帯当たりの人口は、平成20年度の2.38人から平成28年には2.14

人に減少している。また、単身世帯が増加している傾向がある。 

 

表 2 人口及び世帯数の実績（田尻町） 

  
                       

 

 

図５ 人口及び世帯数の推移 

 

人　口 世帯数 １世帯あたりの人口

（人） （世帯） （人/世帯）

H20 8,194 3,437 2.38

H21 8,221 3,480 2.36

H22 8,291 3,557 2.33

H23 8,299 3,606 2.30

H24 8,422 3,781 2.23

H25 8,401 3,786 2.22

H26 8,400 3,832 2.19

H27 8,356 3,814 2.19

H28 8,528 3,977 2.14

　　    区分

年度
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②人口分布 

本圏域・構成市町・大阪府・全国の年齢別人口分布は図 6に示すとおりである。 

本町は泉佐野市や大阪府、全国と比べて 15 歳未満の人口が 15.0％と多く、65歳以上

の人口が 23.1％と少ない。 

 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 

図 6 年齢別人口分布 
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（２）産業 

本町における産業大分類別就業者数は表 3及び図 7に示すとおりである。 

就業者数の推移は、増加傾向にある。 

産業大分類別就業者数については、平成 22 年から平成 27 年にかけて、第一次産業

及び第二次産業は減少し、第三次産業は増加している。 

 

表 3 産業大分類別就業者数の内訳

 

                               資料：平成 22 年、27 年国勢調査 

 

図 7 産業大分類別就業者数の割合 

人 （割合） 人 （割合）

3,067 100.0% 3,438 100.0%

第一次産業 農 業 53 1.7% 53 1.5%

林 業 - - - -

漁 業 18 0.6% 7 0.2%

計 71 2.3% 60 1.8%

第二次産業 鉱 業 - - - -

建 設 業 171 5.6% 136 4.0%

製 造 業 337 11.0% 335 9.7%

計 508 16.6% 471 13.7%

第三次産業 卸 売 小 売 業 493 16.1% 440 12.8%

金 融 保 険 業 44 1.4% 37 1.1%

不 動 産 業 41 1.3% 42 1.2%

運 輸 通 信 業 354 11.5% 358 10.4%

電気・ガス・水道業 11 0.4% 4 0.1%

サ ー ビ ス 業 911 29.7% 943 27.4%

公 務 430 14.0% 808 23.5%

計 2,284 74.5% 2,632 76.6%

204 6.7% 275 8.0%分類不能の産業

産業別
平成22年 平成27年

総数

71 60

508 471

2,284
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2753,067
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0
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1,000
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2,000
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4,000

平成22年 平成27年

（人）

分類不能の産業

第三次産業

第二次産業
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３．都市基盤整備 

（１）交通状況 

本圏域は、関西国際空港を地域内に擁し、南海本線、国道 26 号、主要地方道 63 号が本

町を横断し、大阪府の中心部から阪神高速４号湾岸線を利用することにより、約 40 分の

時間距離にある。 

 

 

 

図 8 交通網 
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（２）用途地域の状況 

本町における用途地域の状況は、表 4及び図 9に示すとおりである。 

本町では準工業地域の比率が最も高く、６割以上を占めている。 

 

表 4 用途地域の状況 

 
                                資料：田尻町 

 

 

図 9 用途地域の割合 

 

 

 

 

 

第一種低層住居専用地域 0.0 0.0

第一種中高層住居専用地域 0.0 0.0

第二種中高層住居専用地域 22.0 7.7

第一種住居地域 72.0 25.3

第二種住居地域 0.0 0.0

近隣商業地域 1.9 0.7

商業地域 0.0 0.0

準工業地域 183.4 64.5

工業地域 5.1 1.8

工業専用地域 0.0 0.0

総数 284.4 100.0

区分 面積（ha） 割合（％）

0.0 0.0

7.7

25.3

0.0

0.7

0.0
64.5

1.8
0.0 第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域工業専用地域
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（３）将来計画 

本町の総合計画内容を表 5に示す。 

 

表 5 第４次田尻町総合計画（廃棄物関連） 

将来像 主な施策（廃棄物関連） 

ひとが輝き、安心、

温もり、魅力あるま

ち・たじり 

～コンパクトシテ

ィからの創造～ 

第３章 資源が活かされ、魅力あるまち 田尻 

３ 生活環境 

【廃棄物処理】 

●施策の方針 

ごみの減量化やリサイクルの促進、宅内水洗化の促進などに努め、美し

く暮らしやすい生活空間の実現と循環型社会の構築をめざします。 

●主要施策 

①ごみの減量化と資源化、環境美化の推進 

 ・広報誌による啓発、学校教育等における廃棄物に関する学習の推進 

 ・資源ごみの分別、不法投棄の禁止 

 ・生ごみ処理機購入及び資源ごみ集団回収に対する助成 

②ごみ処理体制の充実 

 ・施設組合が新たに建設する焼却炉の整備の検討 

③し尿の適正処理 

 ・下水道普及に伴うし尿の減少に対する、適切な収集・処理体制の維持 

④産業廃棄物の適正処理 

 ・大阪府などとともに事業者などに対する指導の推進 
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１．ごみ処理体系の概要 

（１）ごみ処理の経緯 

本町は、町が処理すべき行政事務のうち、じんかい焼却場およびし尿処理場の設置、管

理および運営についての事務を泉佐野市と共同処理することを目的として、地方自治法第

284 条第 2項の規定に基づき、昭和 40年 5 月 24 日に施設組合を設立した。 

 

（２）ごみ処理の流れ 

本町におけるごみは可燃ごみ、資源ごみ、粗大ごみの 3種に大別される。本町において

排出されたごみは種別ごとに収集され、施設組合第二事業所および民間の中間処理施設で

中間処理される。 

排出から処分に至るまでの主な流れを図 10 に示す。  

 

図 10 ごみ処理の流れ 

 
※ 牛乳パック、ペットボトル 

可燃ごみ

粗大ごみ

資源ごみ
（紙類・古着）

資源ごみ
（カン・ビン・
ペットボトル）

資源ごみ
（容器包装プ
ラスチック）

集団回収※

資源化

本組合第二事務所

民間施設

破砕・選別処理

選別処理

選別処理

焼却処理
大阪湾フェニックス

（最終処分場）

可燃残渣可燃残渣

焼却残渣

資源物

資源物

資源物

資源ごみ
（未利用古着）

施設組合第二事業所 
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（３）ごみの分別区分 

本町におけるごみの分別区分は、大きく、可燃ごみ、資源ごみ、粗大ごみ・臨時ごみの

３つに分かれ、さらに資源物では、容器包装プラスチック、カン・ビン・ペットボトルの

本体、紙類・古着の３つの区分となっている。 

本町における家庭系ごみの分別収集の経緯を表 6に示す。 

 

表 6 家庭系ごみの分別収集の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収 集 区 分   H13.10 H18.7  H20.4  H22.2       H22.4 

可燃ごみ 週２回収集（無料）→ 有料化→ 

資

 

  

源 

容器包装プラスチック  

週１回収集→ 資源化→ 
紙・古着 

（可燃ごみとして収

集） 
拠点回収→ 

 

白色トレイ  

月２回収集→ 

ご

 

 

み 

紙パック 

ペットボトル 

カン・ビン 月２回収集→ 
 

粗大ごみ・臨時 粗大ごみ不定期（無料）→ 粗大ごみ・臨時ごみ不定期（有料）→ 
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２．ごみの排出量 

（１）ごみ排出量の推移 

本町のごみ排出量を、表 7及び図 11 に示す。 

本町のごみ排出量は、平成 20 年度以降では、平成 22 年度をピークに平成 24 年度まで

減少していたが、平成 25 年度に一度増加に転じたが、平成 27 年度以降は減少に転じてい

る。 

 

表 7 ごみ排出量の実績 

 

 

 

 

図 11 ごみ排出量の推移 

（ｔ/年）

年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28

家庭系ごみ 収集ごみ 可燃ごみ 1,514.37 1,639.90 1,426.85 1,475.36 1,473.23 1,471.08 1,439.38 1,433.05 1,407.16

資源ごみ 紙類・古着 61.71 59.74 72.14 66.17 73.88 75.47 67.89 74.54 65.99

カン・ビン・
ペットボトル

101.18 98.63 88.50 100.73 98.42 100.15 93.10 93.27 101.41

容器包装プラス
チック

- - 37.36 36.57 35.04 36.67 36.59 36.68 38.98

小計 162.89 158.37 198.00 203.47 207.34 212.29 197.58 204.49 206.38

粗大ごみ 34.43 30.53 24.06 27.03 20.81 21.97 21.19 25.50 22.14

一般搬入ごみ 可燃ごみ 125.71 139.89 147.34 158.34 146.00 138.25 166.82 159.49 169.85

資源ごみ 紙類・古着 4.09 4.51 4.08 3.54 3.17 2.84 1.99 1.89 1.60

粗大ごみ 29.79 49.31 70.21 83.92 84.05 114.42 119.55 110.18 118.04

計 1,871.28 2,022.51 1,870.54 1,951.66 1,934.60 1,960.85 1,946.51 1,934.60 1,925.17

事業系ごみ 収集ごみ 可燃ごみ 454.90 521.15 722.35 567.61 174.10 171.29 254.45 191.74 190.32

資源ごみ 紙類・古着 5.80 3.61 10.77 21.31 3.81 1.49 1.58 0.27 0.00

カン・ビン・
ペットボトル

9.51 5.96 13.21 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

小計 15.31 9.57 23.98 21.31 3.81 1.49 1.58 0.27 0.00

粗大ごみ 5.68 10.87 5.52 6.74 1.29 2.68 1.16 3.60 0.00

一般搬入ごみ 可燃ごみ 254.84 261.65 279.49 241.77 237.36 351.83 379.92 410.07 366.21

資源ごみ 紙類・古着 4.22 4.50 4.08 3.54 3.17 2.84 1.98 1.89 1.60

粗大ごみ 37.32 72.05 91.38 111.38 95.56 133.69 148.46 133.59 131.45

計 772.27 879.79 1,126.80 952.35 515.29 663.82 787.55 741.16 689.58

集団回収 2.14 1.75 1.62 1.75 1.44 1.57 1.57 1.90 1.67

合計 2,645.69 2,904.05 2,998.96 2,905.76 2,451.33 2,626.24 2,735.63 2,677.66 2,616.42

項目

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

20 21 22 23 24 25 26 27 28

（t/年）

（年度）

集団回収
事業系ごみ

家庭系ごみ

集団回収
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（２）一人一日あたりのごみ排出量 

本町におけるごみ原単位（１人１日当たりのごみ排出量）の家庭系と事業系の実績

は表 8及び図 12に示すとおりである。 

家庭系ごみ量計のごみ原単位は概ね減少している。事業系ごみ量計及びごみ排出量

合計のごみ原単位は平成 22 年度をピークに減少し、平成 24 年度に一度増加に転じて

いたが、平成 26年度からは減少している。また、集団回収は概ね横ばいである。 

 

表 8 ごみ原単位の実績 

 

 

 

 

 

図 12 ごみ原単位の推移 

 

年度 単位 20 21 22 23 24 25 26 27 28

人口（各年度3月末現在） 人 8,194 8,221 8,291 8,299 8,422 8,401 8,400 8,356 8,528

家庭系ごみ 収集ごみ 可燃ごみ g/人・日 506.34 546.51 471.50 487.06 479.25 479.75 469.47 469.86 452.07

資源ごみ 紙類・古着 g/人・日 20.63 19.91 23.84 21.84 24.03 24.61 22.14 24.44 21.20

カン・ビン・ペットボトル g/人・日 33.83 32.87 29.24 33.25 32.02 32.66 30.37 30.58 32.58

容器包装プラスチック g/人・日 - - 12.35 12.07 11.40 11.96 11.93 12.03 12.52

小計 g/人・日 54.46 52.78 65.43 67.17 67.45 69.23 64.44 67.05 66.30

粗大ごみ g/人・日 11.51 10.17 7.95 8.92 6.77 7.16 6.91 8.36 7.11

可燃ごみ g/人・日 42.03 46.62 48.69 52.27 47.49 45.09 54.41 52.29 54.57

資源ごみ 紙類・古着 g/人・日 1.37 1.50 1.35 1.17 1.03 0.93 0.65 0.62 0.51

粗大ごみ g/人・日 9.96 16.43 23.20 27.70 27.34 37.31 38.99 36.13 37.92

計 g/人・日 625.68 674.02 618.11 644.30 629.34 639.47 634.87 634.31 618.48

事業系ごみ 収集ごみ 可燃ごみ g/人・日 152.10 173.68 238.70 187.38 56.64 55.86 82.99 62.87 61.14

資源ごみ 紙類・古着 g/人・日 1.94 1.20 3.56 7.04 1.24 0.49 0.52 0.09 0.00

カン・ビン・ペットボトル g/人・日 3.18 1.99 4.37 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

小計 g/人・日 5.12 3.19 7.92 7.04 1.24 0.49 0.52 0.09 0.00

粗大ごみ g/人・日 1.90 3.62 1.82 2.23 0.42 0.87 0.38 1.18 0.00

可燃ごみ g/人・日 85.21 87.20 92.36 79.81 77.21 114.74 123.91 134.45 117.65

資源ごみ 紙類・古着 g/人・日 1.41 1.50 1.35 1.17 1.03 0.93 0.65 0.62 0.51

粗大ごみ g/人・日 12.48 24.01 30.20 36.77 31.09 43.60 48.42 43.80 42.23

計 g/人・日 258.21 293.20 372.35 314.40 167.63 216.48 256.87 243.01 221.54

集団回収 g/人・日 0.72 0.58 0.54 0.58 0.47 0.51 0.51 0.62 0.54

合計 g/人・日 884.61 967.80 990.99 959.27 797.43 856.47 892.25 877.94 840.56

一般搬入
ごみ

一般搬入
ごみ

項目

0

200

400

600

800

1,000

1,200

20 21 22 23 24 25 26 27 28

ごみ原単位

（g/人・日）

（年度）

家庭系ごみ量計

事業系ごみ量計

ごみ排出量合計

集団回収
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３．ごみの減量化・資源化の実績 

（１）ごみの資源化量の実績 

本町における資源化量及び資源化率の実績は、表 9に示すとおりである。 

資源化関係の推移について、資源化量は平成 23年度をピークに減少傾向にあり、ま

た資源化率は平成 24 年度をピークに減少傾向となっている。 

 

 

表 9 再資源化量及び資源化率の実績 

 
 

 

 

 

 

 

（t/年）

年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28

資源化量 民間 ガラス類 白色ガラス 26.94 26.88 26.54 25.75 25.37 25.31 22.99 22.11 24.10

茶色ガラス 22.33 22.40 21.94 21.19 20.96 20.91 18.99 18.26 19.91

その他色ガラス 9.54 10.44 11.60 7.63 4.39 4.59 5.63 7.78 6.24

ガラス残渣 15.31 15.19 17.17 26.04 28.45 26.12 25.01 19.29 13.22

小計 74.12 74.91 77.25 80.61 79.17 76.93 72.62 67.44 63.47

ペットボトル 8.34 6.60 9.03 10.06 10.06 8.81 7.99 7.69 8.38

0.30 - - - - - - - -

金属類 スチール缶 18.90 15.09 14.70 14.36 12.10 12.53 10.85 10.12 10.55

アルミ缶 2.59 3.90 2.41 2.47 3.09 2.42 2.24 2.80 2.99

破砕金属・不適物 17.08 28.27 29.58 27.31 25.35 32.52 35.74 39.93 29.70

選別アルミ 0.92 1.34 1.76 1.85 3.00 2.05 2.33 2.51 1.50

小計 39.49 48.60 48.45 45.99 43.54 49.52 51.16 55.36 44.74

容器包装プラスチック - - 35.88 35.24 33.82 35.19 35.51 35.73 38.10

施設組合 古紙類 段ボール 19.01 20.09 26.46 23.28 25.49 23.68 21.96 20.80 14.95

新聞 12.95 12.45 14.88 7.65 5.08 7.06 7.86 7.38 5.50

雑誌 7.59 7.15 8.37 10.18 7.51 5.97 6.41 4.90 3.20

紙パック 0.59 0.66 0.77 0.89 0.78 0.90 0.76 0.64 0.43

その他雑誌 0.63 0.00 0.00 0.14 0.28 0.25 0.42 0.28 0.20

小計 40.77 40.35 50.48 42.14 39.14 37.86 37.41 34.00 24.28

古着 古着搬出 9.34 4.85 7.88 9.21 6.80 6.03 4.28 3.41 2.36

古着リサイクル - - - - - - - - -

小計 9.34 4.85 7.88 9.21 6.80 6.03 4.28 3.41 2.36

その他 蛍光管 0.13 0.17 0.14 0.25 0.30 0.96 0.75 0.62 0.86

乾電池 0.08 0.20 0.17 0.25 0.18 0.29 0.33 0.35 0.46

その他 - - - - - - - - -

小計 0.21 0.37 0.31 0.50 0.48 1.25 1.08 0.97 1.32

計 172.57 175.68 229.28 223.75 213.01 215.59 210.05 204.60 182.65

集団回収量 2.14 1.75 1.62 1.75 1.44 1.57 1.57 1.90 1.67

資源化量＋集団回収量 ① 174.71 177.43 230.90 225.50 214.45 217.16 211.62 206.50 184.32

総ごみ排出量（集団回収量を含む） ② 2,645.69 2,904.05 2,998.96 2,905.76 2,451.33 2,626.24 2,735.63 2,677.66 2,616.42

資源化率 ①÷② 6.60% 6.11% 7.70% 7.76% 8.75% 8.27% 7.74% 7.71% 7.04%

白トレイ

項目
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（２）ごみの減量化・資源化の施策 

① 集団回収活動への報償金制度 

本町では、ごみの減量化とリサイクルの推進を目的とした、住民による自主的な資

源回収を促進するため、有価物集団回収を実施している団体に対して報奨金を交付し

ている。紙パックについては、報奨金の対象品目であるが、平成 20 年以降、実績はな

い状況である。 

本町の集団回収量を表 10 に示す。 

 

表 10 集団回収量 

 

 

② ごみ処理容器等の普及 

家庭から排出される生ごみの減量化及び資源化を図るため、家庭用生ごみ減量化等

処理機器を購入した住民に対して、助成金を交付している。その概要は表 11 に示す

とおりである。 

 

表 11 生ごみ処理容器等の助成制度の概要 

補助対象 限度数 補助率 限度額 

耐久性を有し、かつ衛生的なもので

あり、生ごみをたい肥化処理するこ

とができる機器 

※生ごみを単に粉砕し、水路及び下

水道管等に排水する機種並びに焼

却を目的とする機器は除く。 

１世帯当たり１

台（ただし、５

年経過して使用

できない場合な

ど再申請可） 

購 入 価 格 の

２ 分 の １

（1,000 円

未 満 切 り 捨

て） 

10,000 円 

 

生ごみ処理容器等の助成制度の実績 

 H24 H25 H26 H27 H28 

助成実績（円） 10,000 0 0 0 0 

助成件数（件） 1 0 0 0 0 

１件あたり平均助成額（円） 10,000 0 0 0 0 

（ｔ）

20 21 22 23 24 25 26 27 28

集団回収量 ペットボトル 2.14 1.75 1.62 1.75 1.44 1.57 1.57 1.90 1.67

紙パック 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

計 2.14 1.75 1.62 1.75 1.44 1.57 1.57 1.90 1.67

　　　　　　　　　年度
ｄ項目
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４．ごみ処理の状況 

（１）収集・運搬 

① 収集・運搬体制 

 収  集 一般搬入 

家庭系ごみ 
直営及び田尻町が委託する業

者により収集 

ごみの排出者が自ら施設組合

第二事業所に搬入 

事業系ごみ 
直営及び田尻町が委託又は許

可する業者により収集 

ごみの排出者が自ら施設組合

第二事業所に搬入 

   

※一般廃棄物収集運搬業の許可について 

   本町は、廃棄物処理法第７条第１項に基づき、区域や内容を指定して一般廃棄物収集運

搬業の許可を行っている。                      

一般廃棄物収集運搬業は、住民生活や日々の事業所の活動に直接影響を及ぼす業務であ

り、将来に渡って継続的かつ安定的に遂行されなければならない。そのため、許可制度の

運用を行うにあっては、収集業者の事業の安定及び育成にも配慮する必要がある。    

よって、次に掲げる場合を除いて、既存の許可業者以外に、新規の許可は行わないもの 

とする。 

イ 法令等の整備により新たに必要が生じた場合。 

ロ ごみ量の増加等により、直営及び田尻町が委託又は許可する既存の業者の収集運搬能 

力が不足することとなった場合。 

 

 

② 収集・運搬の方法及び頻度 

本町の家庭系ごみの収集運搬の方法及び頻度は表 12 に示すとおりである。 

収集・運搬の方法は、戸別収集である。 

収集頻度は、可燃ごみは週２回、資源ごみは紙類・古着類、スチール缶、アルミ缶・

ビン類、ペットボトルが月２回、容器包装プラスチックが週１回で、粗大ごみは申込

み制である。 

 

 

表 12 家庭系ごみの収集運搬の方法及び頻度 
 

   

分別の 

    区別 

内訳 

 

可燃ごみ 

（有料） 

     資源ごみ（無料） 

 

粗大ごみ 

（有料） 
紙類 

古着類 

スチール缶 

容プラ アルミ缶・ビン類 

ペットボトル 

収集方式 戸別収集 

収集体制 直営及び委託業者 

収集回数 ２回/週 ２回/週 ２回/週 ２回/週 申込制 
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③ 一般廃棄物運搬収集及び処理手数料 

本町のごみ処理手数料の概要は、表 13 に示すとおりである。 

 

表 13 一般廃棄物処理手数料の概要   平成 30 年 4月から 

種 別 区 分 単 位 手数料 

一般搬入

ごみ 

家庭系 

事業系 

55kg 未満 500 円 

 

10kg 増すごとに 100

円を加算 

収集ごみ 

家庭系 

 

可燃ごみの処理 50ℓ用指定袋 1 個 50 円 

20ℓ用指定袋 1 個 20 円 

10ℓ用指定袋 1 個 10 円 

粗大ごみの処理 3 辺の長さが合計 3ｍ以上 

のもの 1 個 
1,000 円 

45ℓ袋1個又は3辺の長さ 

の合計が 3ｍ未満のもの 1 

個 

500 円 

 

 

10ℓ用指定袋１個 125 円 

臨時的なごみの 

処理 

2 トン車 １車 12,000 円 

軽四輪車 1 車 6,000 円 

事業系 

 

定期的なごみの

収集・運搬 

45ℓ袋 １個 
133 円 

定期的なごみの 

処分 

多量排出指定事業所（※1） 

においては 45ℓ袋 １個 

90 円 

 

上記以外の事業所において 

は 45ℓ袋 １個 
60 円 

臨時的なごみの

収集・運搬 

２トン車 １車 12,342 円 

軽四輪車 １車 6,171 円 

臨時的なごみの 

処分 

２トン車 １車 7,000 円 

軽四輪車 １車 3,500 円 

※１収集及び運搬に係る手数料の平均月額が 51,100 円を超える事業所。 
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（２）中間処理 

① 焼却施設 

焼却施設では、搬入された可燃ごみのほか、破砕施設で破砕・選別処理された可燃

残渣、および関連の民間施設から搬入される資源ごみの可燃残渣を焼却処理している。

焼却施設の概要は、表 14 に示すとおりである。 

 

表 14 焼却施設の概要 

項目 内容 

施 設 名 称 第二事業所焼却施設 

施 設 所 管 施設組合 

所 在 地 泉南郡田尻町嘉祥寺 290 番地 1 

建 設 年 度 昭和 58 年 2 月 8 日～昭和 61 年 3 月 31 日 

処 理 能 力 80t/24h×3 基 

建 築 面 積 3,213.763m2（延床面積：6,039.682m2）※ 

設 

備 

内 

容 

炉 型 式 全連続燃焼式 

燃焼ガス冷却方式 水噴射式 

吸 塵 ・ 灰 出 方 式 ピット・アンド・クレーン方式 

通 風 方 式 平衡通風方式 

徐 じ ん 方 式 バグフィルタ 

洗 煙 方 式 湿式ガス洗浄設備 

※計量棟、排ガス・排水・井水各処理棟、事務所棟、危険物倉庫を含む。 

② 破砕施設 

破砕施設は、搬入された粗大ごみを破砕・資源選別処理する。破砕・資源選別後の

可燃残渣は焼却施設にて焼却処理し、資源選別されたものは資源回収されている。 

破砕施設の概要は、表 15 に示すとおりである。 

 

表 15 破砕施設の概要 

項目 内容 

施 設 名 称 第二事業所破砕施設 

施 設 所 管 施設組合 

所 在 地 泉南郡田尻町嘉祥寺 290 番地 1 

建 設 年 度 昭和 57 年 7 月 5 日～昭和 58 年 3 月 31 日 

処 理 能 力 50t/5h×1 基 

建 築 面 積 1,064.691m2（延床面積：1,238.02m2）※ 

設 

備 

内 

容 

破 砕 機 型 式 横軸回転式 

受 入 供 給 方 式 ピット・アンド・クレーン方式 

選 別 方 式 鉄分・不燃分・可燃分・アルミニウム 

集 塵 方 式 サイクロンとバグフィルタの併用 

※ストックヤード、不燃残渣選別施設を含む 
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③ 民間施設 

資源ごみ（カン・ビン・ペットボトル、容器包装プラスチック）は、民間の施設に

おいて選別処理され、資源化されている。 

 

 

（３）最終処分 

施設組合の焼却施設から出される焼却残渣は、平成４年度以降、全量を大阪湾広域臨海

環境整備センター（以下「フェニックス」という。）に委託し、大阪湾への埋め立て処分

を委託している。 
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（４）ごみの性状 

 

① 家庭系可燃ごみの組成 

家庭系可燃ごみの組成結果（平成 23 年度と平成 29 年度）は、表 16 に示す。 

平成 23 年度と平成 29年度の調査結果を比較すると、資源ごみとして分別収集して

いる品目の構成比は概ね減少しており、一定、資源化が進んでいるものと考えられる。 

 

表 16 家庭系可燃ごみ（収集）の組成調査結果 

 

資料：施設組合 平成 29 年度ごみ組成分析調査 

 

【家庭系ごみ】

H23調査 H29-H23

構成比 重量（kg） 構成比 差分※３

○容器包装紙 1.92% 9.80 5.21% 3.29

○段ボール 0.93% 0.87 0.46% △ 0.47

○牛乳パック 0.62% 0.06 0.03% △ 0.59

○新聞紙 2.06% 0.08 0.04% △ 2.02

○広告・チラシ 2.39% 1.08 0.57% △ 1.82

○雑誌・書籍 0.96% 0.48 0.26% △ 0.70

○その他紙 3.13% 19.98 10.61% 7.48

古布 ○古布 6.69% 6.32 3.36% △ 3.33

ペットボトル ○ペットボトル 0.52% 0.10 0.05% △ 0.47

○容器包装プラ 4.01% 10.89 5.79% 1.78

○発泡トレイ 0.34% 1.16 0.62% 0.28

○レジ袋 0.86% 1.65 0.88% 0.02

その他プラ その他プラ 2.39% 2.48 1.32% △ 1.07

厨芥類※１ 厨芥類 45.23% 97.71 51.91% 6.68

スチール缶 ○スチール缶 0.06% 0.07 0.04% △ 0.02

アルミ缶 ○アルミ缶 0.00% 0.03 0.02% 0.02

金属類 ○金属類 0.11% 0.12 0.06% △ 0.05

ビン類 ○ビン類 0.23% 0.08 0.04% △ 0.19

他可燃ごみ 他可燃ごみ 27.42% 26.66 14.16% △ 13.26

他不燃ごみ 他不燃ごみ 0.13% 8.61 4.57% 4.44

100.00% 188.23 100.00% －

※１　厨芥などから出るごみで、野菜くずなどの生ごみのこと。

※２　３地区の合計でサンプリング

※３　平成29年度調査結果と平成23年度調査結果との差分（ポイント差）

○：資源ごみ

合計

H29調査※２

紙類

容器包装プラ

大項目 小項目
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② 事業系可燃ごみの組成 

事業系可燃ごみの組成結果（平成 23 年度と平成 29 年度）は、表 17 に示す。 

平成 23 年度と平成 29年度の調査結果を比較すると、その他紙類が 20 ポイント以上

増加している。その一方で、厨芥類が 15ポイント以上減少している。 

 

表 17 事業系可燃ごみ（収集）の組成調査結果 

 

資料：施設組合 平成 29 年度ごみ組成分析調査 

 

 

 

 

【事業系ごみ】

H23調査 H29-H23

構成比 重量（kg） 構成比 差分※３

○容器包装紙 5.42% 5.66 8.08% 2.66

○段ボール 4.74% 0.43 0.61% △ 4.13

○牛乳パック 0.52% 0.01 0.01% △ 0.51

○新聞紙 1.56% 0.96 1.37% △ 0.19

○広告・チラシ 0.93% 6.94 9.91% 8.98

○雑誌・書籍 0.00% 0.68 0.97% 0.97

○その他紙 4.55% 20.16 28.80% 24.25

古布 ○古布 0.00% 0.43 0.61% 0.61

ペットボトル ○ペットボトル 4.11% 0.73 1.04% △ 3.07

○容器包装プラ 6.04% 4.98 7.11% 1.07

○発泡トレイ 1.01% 0.17 0.24% △ 0.77

○レジ袋 0.24% 0.86 1.23% 0.99

その他プラ その他プラ 6.91% 0.53 0.76% △ 6.15

厨芥類※１ 厨芥類 31.13% 10.84 15.48% △ 15.65

スチール缶 ○スチール缶 11.65% 0.03 0.04% △ 11.61

アルミ缶 ○アルミ缶 0.87% 0.00 0.00% △ 0.87

金属類 ○金属類 0.14% 0.00 0.00% △ 0.14

ビン類 ○ビン類 0.00% 0.00 0.00% 0.00

他可燃ごみ 他可燃ごみ 20.18% 13.98 19.97% △ 0.21

他不燃ごみ 他不燃ごみ 0.00% 2.64 3.77% 3.77

100.00% 70.03 100.00% －

※１　厨芥などから出るごみで、野菜くずなどの生ごみのこと。

※２　１地区でサンプリング

※３　平成29年度調査結果と平成23年度調査結果との差分（ポイント差）

○：資源ごみ

合計

大項目 小項目
H29調査※２

紙類

容器包装プラ
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③ 焼却施設におけるごみの組成 

施設組合では、可燃ごみの性状を把握するため、定期的にごみ質分析を実施してい

る。その分析結果は、表 18 に示すとおりである。 

  

 

表 18 焼却施設におけるごみ質分析結果 

 

資料：施設組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 20 21 22 23 24 25 26 27 28 平均

紙類・布類 ％ 44.05 36.84 44.90 37.50 43.07 49.40 54.46 46.94 45.66 44.76

プラスチック ％ 28.91 32.51 23.53 24.41 28.18 24.08 26.28 25.42 25.22 26.50

木質 ％ 7.28 11.12 11.20 16.63 8.31 11.84 6.47 11.48 7.25 10.18

厨芥類 ％ 13.13 12.31 16.43 14.18 13.04 9.10 10.01 12.75 20.08 13.45

不燃物 ％ 4.38 2.51 2.32 3.35 5.81 2.99 2.01 2.70 1.32 3.04

その他 ％ 2.25 4.71 1.62 3.93 1.59 2.59 0.77 0.71 0.47 2.07

水分 ％ 51.68 50.87 48.79 49.86 49.96 40.69 55.48 56.52 49.63 50.39

可燃分 ％ 41.95 43.75 44.64 42.35 42.98 50.96 39.29 37.65 46.01 43.29

灰分 ％ 6.37 5.38 6.58 7.79 7.05 8.35 5.23 5.83 4.36 6.33

kJ/kg 8,400 9,575 9,950 9,388 10,233 11,713 8,735 8,755 11,115 9,763

kJ/kg 6,430 7,600 8,008 7,333 6,795 10,445 6,760 6,770 9,055 7,688

（注）年間平均値

項目　　年度

ご
み

の
種
類
組
成

三
成

分

高位発熱量

低位発熱量
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（５）処理・処分の実績 

本町における焼却処理量の実績は、表 19及び図 13 に示すとおりである。 

焼却処理量の推移をみると、平成 22年度をピークに平成 28 年度には約 12％の減と

なっているが、この間の増減は年度毎に変動がある。 

 

表 19 田尻町における焼却処理量の実績 

（単位：ｔ） 

年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

焼却量 2,564.85 2,831.00 2,864.93 2,814.82 2,345.94 2,524.48 2,593.60 2,588.20 2,515.95 

 

    (t) 

(年度) 

    ※し尿汚泥を含む 

図 13 田尻町における焼却処理量の推移 
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②最終処分量 

本町における最終処分量の実績は、表 20及び図 14 に示すとおりである。 

最終処分量の推移をみると、平成 22 年度から平成 28 年度まで、平成 24 年度を除

き概ね減少傾向である。 

また、総ごみ排出量に対する最終処分量の割合（最終処分率）は、平成 25 年度の

14.71％をピークに減少し、平成 28 年度には 12.98％まで減少している。 

 

表 20 田尻町における最終処分量及び最終処分率の実績 
（単位：ｔ,％） 

年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

最終 

処分量 

350.08 391.92 399.52 394.12 337.72 386.28 380.45 358.67 339.63 

総ごみ

排出量 

2,645.69 2,904.05 2,998.96 2,905.76 2,451.33 2,626.24 2,735.63 2,677.66 2,616.42 

最終 

処分率 

13.23 13.50 13.32 13.56 13.78 14.71 13.91 13.39 12.98 

 

  (t) 

（年度） 

 

図 14 最終処分量の推移 
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５．ごみ処理に関する組織体制及び処理経費 

（１）ごみ処理の組織体制 

 本町の組織体制は次のとおりである。 

 

住民部生活環境課 生活環境係 ・漂流物及び沈没品の措置に関すること。 

・廃棄物処理法の施行に関すること。 

・し尿及びごみ処理に関すること。 

 

（２）ごみ処理経費 

本町におけるごみ処理経費の実績は、表 21 に示すとおりである。 

 

表 21-1 ごみ処理経費（支出）の実績 

 
 

表 21-2 ごみ処理経費（収入）の実績 

                                     （単位：千円） 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

町指定ごみ袋 1,275 9,076 8,956 8,826 9,024 8,765 8,688 8,687 

粗大ごみ等 3,694 3,409 2,865 1,576 1,542 1,482 3,534 9,422 

計 4,969 12,485 11,821 10,402 10,566 10,247 12,222 18,109 

 

 

 

 

（単位：千円）

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人件費 (千円) 36,707 55,337 54,952 55,564 57,274 57,538 51,703 53,132

収集運搬費 (千円) 13,465 13,371 14,371 15,374 15,375 15,171 15,142 14,517

中間処理費 (千円) 3,221 2,853 4,359 4,029 4,522 6,107 6,259 8,319

組合分担金 (千円) 98,672 90,767 85,494 82,425 82,731 74,262 52,826 56,808

小計 (千円) 152,065 162,328 159,176 157,392 159,902 153,078 125,930 132,776

組合分担金 (千円) 1,416 849 706 415 0 0 22,519 14,616

その他 (千円) 0 0 0 0 0 0 0 0

(千円) 2,111 5,451 0 2,903 1,993 842 0 0

(千円) 155,592 168,628 159,882 160,710 161,895 153,920 148,449 147,392

項目

処理・
維持管理費

建設改良費

その他

合計
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６．大阪府内自治体との比較 

（１）ごみ一人一日平均排出量（原単位） 

「一般廃棄物処理事業実態調査（平成 27 年度、環境省）」において、本町のごみ原単

位は 892.4g/人・日であり、大阪府平均（969.9g/人・日）より約 78g/人・日少なくなっ

ている。 

 

 

（２）リサイクル率 

「一般廃棄物処理事業実態調査（平成 27 年度、環境省）」において、本町のリサイク

ル率は 6.4％であり、大阪府平均（13.8％）より約７ポイント低くなっている。 
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７．ごみ処理の評価 

一般廃棄物処理システムの分析比較については「市町村における循環型社会づくりに向

けた一般廃棄物処理システムの指針」（平成 19 年６月）及び「ごみ処理基本計画策定指

針」（平成 28 年９月）において、構成市町の一般廃棄物処理システムについて、類似都

市と比較分析を行い、現状評価を実施した。 

なお、システム分析にあたっては、環境省の「市町村一般廃棄物処理システム評価支援

ツール」（平成 26 年度）を用いて実施した。 

本町については、循環型社会形成の視点としての、人口一人一日当たりのごみ排出量と

廃棄物のうち最終処分される割合はほぼ標準と考えられるが、廃棄物からの資源回収量が

極端に少ないことが課題と見えてくる。また、経済性（費用対効果）においては、最終処

分減量に要する費用は、類似都市より優れていることが伺える。 

本町における一般廃棄物処理システムの評価を分析した結果は、表 22及び図 15 に示す

とおりである。 

 

表 22 田尻町と類似都市の比較【平成 26 年度】 

 

 

図 15 田尻町における一般廃棄物処理システムの評価【平成 26年度】 

 

 

人口一人一日あたり
ごみ排出量

廃棄物から資源回収
量(RDF除く)

廃棄物のうち最終処
分される割合

人口一人あたり年間
処理経費

最終処分減量に要す
る費用

kg/人・日 t/t t/t 円/人・年 円/t

平均 0.933 0.166 0.117 15,493 287,679

類似都市 最大 2.344 0.391 0.495 60,149 24,525,410

最小 0 0 0.000 6,343 11,826

0.891 0.065 0.125 17,766 60,444

指数値 田尻町 104.5 39.4 93.1 85.3 179.0

類似都市 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
注１）

注２）

標準的な指標

単位

田尻町実績

類似都市とは、都市形態・人口・産業構造が類似している市町村を対象としている。

類似都市の平均値を「100」として、田尻町が類似都市より優れている場合は、その数値が平均値の外側に示され、
劣っている場合には内側に示される。

104.5

39.4

93.185.3

179.0 0

50

100

150

200

人口一人一日あたり

ごみ排出量

廃棄物から資源回収量

(RDF除く)

廃棄物のうち最終処分

される割合

人口一人あたり年間

処理経費

最終処分減量に

要する費用

田尻町

類似都市
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８．周辺自治体の動向 

「大阪府ごみ処理広域化計画」における広域ブロックの中で、施設組合は、泉州ブロッ

クに該当している。最近の状況は、図 16及び表 23 に示すとおりである。 

 

 

図 16 大阪府のごみ処理広域化の状況 

 

 

表 23 大阪府管内のごみ処理状況 
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施設名称 運転開始年月
規模

(ｔ/日)
炉数

発電設備
（ｋＷ）

豊中市 豊中市伊丹市クリーンランド 豊中市伊丹市クリーンランド 2016・4 525 3 14,000

池田市 － クリーンセンター 1983・10 180 3 －

吹田市 － 資源環境エネルギーセンター 2010・4 480 2 13,000

高槻クリーンセンター第1工場 1980・7 450 3 －

高槻クリーンセンター第2工場 1995・6 360 2 4,950

環境衛生センター第1工場 1999・3 150 1 5,000

環境衛生センター第2工場 1996・3 300 2 5,000

箕面市 － 環境クリーンセンター 1992・2 270 2 1,750

環境センター3号炉 1983・12 90 1 －

環境センター4号炉 1993・10 90 1 －

島本町 － 清掃工場 1991・3 46 2 －

豊能町

能勢町

守口市 － クリーンセンター第4号炉 1988・4 142 1 800

－ 穂谷川清掃工場第3プラント 1988・3 200 1 1,500

－ 東部清掃工場 2008・12 240 2 4,500

寝屋川市 － クリーンセンター焼却施設 1980・10 360 2 －

－ 環境センター第4号炉 1989・4 144 1 －

－ 環境センター第5号炉 1996・4 156 1 －

東大阪市 第3工場 1975・3 600 3 －

大東市 第4工場 1981・4 600 2 3,500

四条畷市 清掃工場1号炉 1967・7 90 1 －

交野市 清掃工場2号炉 1973・4 90 1 －

住之江工場 1988・8 600 2 11,000

東淀工場 2010・4 400 2 10,000

西淀工場 1995・4 600 2 14,500

八尾工場 1995・4 600 2 14,500

平野工場 2003・4 900 2 27,400

鶴見工場 1990・4 600 2 12,000

舞洲工場 2001・4 900 2 32,000

柏原市

羽曳野市

藤井寺市

富田林市

河内長野市

大阪狭山市

太子町

河南町

千早赤坂村

クリーンセンター東第二工場 1997・4 460 2 16,700

クリーンセンター南工場 1973・4 450 3 休止

クリーンセンター東第一工場 1977・4 300 2 －

クリーンセンター臨海工場 2013・4 450 2 15,945

岸和田市

貝塚市

泉大津市 泉北クリーンセンター5号炉 1991・3 150 1 休止

和泉市 泉北クリーンセンター1号炉

高石市 泉北クリーンセンター2号炉

泉佐野市

田尻町

泉南市

阪南市

忠岡町 － 忠岡町クリーンセンター 1986・3 30 1 －

熊取町 － 環境センター 1992・4 61.5 2 －

岬町 － 岬町美化センター 1986・4 50 1 －

柏羽藤環境事務組合

四条畷市交野市清掃施設組合

国崎クリーンセンター猪名川上流広域ごみ処理施設組合

東大阪都市清掃施設組合

大阪市・八尾市・松原市環境施設
組合

泉
州
ブ
ロ
ッ

ク

高槻市

茨木市

摂津市

枚方市

堺市

堺

ブ

ロ

ッ

ク

南
河
内
ブ
ロ
ッ

ク

大阪市、八
尾市、松原
市

門真市

東
大
阪
ブ
ロ
ッ

ク

北
大
阪
ブ
ロ
ッ

ク

大
阪
ブ
ロ
ッ

ク

－

岸貝クリーンセンター1～3号炉 3 12,000

1992・4 450 3 1,800

第1清掃工場 1985・8 300 2 960

柏羽藤クリーンセンター

第2清掃工場

531岸和田市貝塚市清掃施設組合

泉北環境整備施設組合
2003・3

2007・4

2

2000・4 190 2

南河内環境事業組合

－

9,300

泉佐野市田尻町清掃施設組合 1986・4 240 3 －第二事業所

300

泉南清掃事務組合 1986・4 190 2 －清掃工場

ブロッ

ク名

熱回収施設

2009・4 235 2 5,000

市町村名 組合名

－

－

－
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９．関係法令の動向 

（１）循環型社会形成推進基本計画 

循環型社会形成推進基本法では、適正な物質循環の確保に向け、廃棄物処理の優先順位

を「発生抑制」（リデュース）→「再使用」（リユース）→「再生利用」（リサイクル）

→「熱回収」→「適正処分」と定めている。 

この法律を受け、循環型社会形成推進基本計画において、一般廃棄物に関しては、リサ

イクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユース）の取組みがより進む社会経済シ

ステムの構築を基本的方向としてめざすこととしている。取組目標を表 24 に示す。 

 

 

表 24 一般廃棄物の減量化に関する取組目標 

項 目 概  要 

策 定 年 月 ・平成 25 年 5 月閣議決定 

基 準 年 度 ・平成 12 年度 

目 標 年 度 ・平成 32 年度 

目 標 値 ・一般廃棄物の減量化：平成 12 年度比約 25％減 

・１人１日当たりの家庭系ごみ排出量：平成 12 年度比約 25％減 

・事業系ごみ排出量：平成 12 年度比約 35％減 

資料：「循環型社会形成推進基本計画」（平成 25 年 5 月） 

 

 

（２）廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な方針 

基本的な方針では、一般廃棄物の減量化目標値として、表 25 に示す 4 つの目標が設定

されている。 

 

表 25 一般廃棄物の減量化に関する取組目標 

項 目 概  要 

策 定 年 月 ・平成 13 年 5 月（改正：平成 28 年１月） 

基 準 年 度 ・平成 24 年度 

目 標 年 度 ・平成 32 年度 

目 標 値 ・排出量  ：現状（平成 24 年度）に対し、平成 32 年度の排出量を 

      約 12％削減する。 

・再生利用率：27％ 

・最終処分量：現状（平成 24 年度）の約 14％削減する。 

・平成 32 年度において 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量を 500g とする。 

※「排出量」：計画収集量＋一般搬入量＋集団回収量 

［出典］廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ 

 計画的な推進を図るための基本的な方針（平成 28 年 1 月） 
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（３）廃棄物処理施設整備計画 

廃棄物処理法を受けて、国からの廃棄物処理施設整備計画では、現在の公共の廃棄物処

理施設の整備状況や、東日本大震災以降の災害対策への意識の高まり等、社会環境の変化

を踏まえ、３Ｒの推進に加え、災害対策や地球温暖化対策の強化をめざし、広域的な視点

に立った強靱な廃棄物処理システムの確保を進めることを示し、表 26 に示す 3 つの重点

目標が設定されている。 

 

 

表 26 廃棄物処理施設整備計画における目標 

項 目 概  要 

策 定 年 月 ・平成 25 年５月閣議決定 

基 準 年 度 ・平成 24 年度 

目 標 年 度 ・平成 29 年度 

目 標 値 ■排出抑制、最終処分量の削減を進め、着実に最終処分を実施 

  ・ごみのリサイクル率：22％→26％ 

  ・最終処分場の残余年数：平成 24 年度の水準（20 年分）を維持 

■焼却時に高効率な発電を実施し、回収エネルギー量を確保 

  ・期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値：16％→21％ 

■し尿及び生活雑排水の処理を推進し、水環境を保全 

  ・浄化槽処理人口普及率：９％→12％ 
資料：「廃棄物処理施設整備計画」（平成 25 年 5 月） 

 

 

（４）大阪府ごみ処理広域化計画 

大阪府では、平成 11 年３月に「大阪府ごみ処理広域化計画」が策定されている。 

この広域化計画では、①灰溶融施設、RDF 燃焼施設等の複数市町村での共同利用など地

域の状況に応じて様々な施設整備が図れること、②複数団体での処理分担が図れること、

③効率的な収集運搬エリアと施設の大規模化によるスケールメリットを総合的に検討し

て、リサイクルや焼却等の区域を設定できること、④施設更新・補修時や緊急時の広域対

応が図りやすくなることなどを考慮して、府内を６つのブロックに分割している。 

 

 

（５）大阪府循環型社会推進計画 

大阪府では、府民、事業者、行政が連携・協働し、めざすべき循環型社会を構築するた

め、大阪府循環型社会推進計画を平成 28 年６月に策定した。本計画の推進により、各主

体の３Ｒに対する認識が深まり、自主的な取組みがより一層進展するよう取り組む。 

その計画において、一般廃棄物（ごみ）の目標として表 27に示すように設定している。 
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表 27 一般廃棄物（ごみ）の目標 

項 目 概  要 

目 標 年 ・平成 32 年度 

目 標 値 ■排出量：廃棄物として排出されるものの全体量（278 万トン、平成 26 年度実

績の約 12％減） 

■再生利用率：排出量のうち再生利用される量の割合（15.8％、平成 26 年度実

績の約２ポイント増） 

■最終処分量：焼却等の処理を経て、最終的に埋立処分される量（32 万トン、平

成 26 年度実績の約 18％減） 

■１人１日当たりの生活系ごみ排出量 ：家庭から排出される生活系ごみのうち、

集団回収量と資源ごみを除き、１人１日当たりの排出量として表した量（403g/

人・日、平成 26 年度実績の約 13％減） 

資料：「大阪府循環型社会推進計画」（平成 28 年６月） 
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10．ごみ処理に関する課題 

これまでの本町のごみ処理に関して、現状における問題点・課題を排出から処理・処分

の段階ごとに以下のとおり整理した。 

 

（１）ごみの排出・リサイクルに関する事項 

本町におけるごみ排出量については、ごみ原単位とともに平成 26 年度までは微増し、

それ以降微減しているが、人口も微減していくことが予想される中、現時点ではごみ排出

量が増える要素も想定できない。従って、ごみ排出量や処理量は微減していくものと予測

できるものの、景気の回復による消費の拡大とともに事業系ごみの占める割合が今後高く

なると考えられ、これまで以上に事業系ごみの減量化を図る必要がある。 

資源化率については、平成 24 年度までは増加傾向にあったが、平成 25年度から現在に

至るまで大阪府の平均資源化率より低い減少傾向状態が続いており、資源化率の向上のた

め努力が必要である。 

 

（２）中間処理に関する事項 

施設組合のごみ処理施設は、それぞれ稼働開始から 30 年以上を経過し、著しく老朽化

している状況にある。これまで、これらの設備などは適宜補修するとともに、平成 27 年

３月に策定した「施設組合第二事業所長寿命化計画」に基づき適切に対処しているところ

である。また、前回のごみ処理基本計画でも示しているとおり、平成 42 年度の新ごみ処

理施設の供用開始に向け、所定の事務手続きを迅速かつ適切に進めていく必要がある。 

 

（３）最終処分に関する事項 

本町で発生する焼却残渣は、フェニックスの最終処分場にて最終処分を委託しているが、

今後とも安定的かつ継続的な最終処分を継続するためには、最終処分量をより減少させて

いく必要がある。 
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１．ごみ処理の基本方針 

 

 

 基本方針   発生抑制・循環型利用・適正処分の推進 

 

国においては、循環型社会形成推進基本法の制定により従来の処理・処分を中心とした

システムから一歩踏み出し、ごみを減量し有効利用を図っていくシステムである「循環型

社会」の形成を目標としている。 

 

これらを踏まえ、本町では、ごみの減量や資源化に取り組んでいるところであり、今後、

循環型社会を形成するためには、住民・事業者・行政が協働して、国が推進している３Ｒ

（リデュース・リユース・リサイクル）に取り組むことが必要である。 

さらに、ごみとして出されたものについては、適正処理をすることで有効利用を進め、

埋立物を最小化することが、地域の環境保全に寄与することができる。 

 

基本方針『発生抑制・循環型利用・適正処分の推進』に沿って、住民並びに事業者の意

識を高めることで、資源を大切に使い、そしてリサイクルを促進し、適正処理・処分を進

めていくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 

 

 

人口の推計【A】（人） 

 

推計人口（田尻町人口ビジョン） 

 

  

 

家庭系ごみ量＋事業系ごみ量＋集団回収量 

 

 

家庭系・事業系ごみ及び集団回収量 

の推計【Ｃ】（ｔ/年） 

 

 

 
ごみ排出量の推計（ｔ/年） 

 

目標値が達成された場合の 

ごみ排出量の推計（ｔ/年） 

 

目標推計 

 

 

排出抑制や資源化推進による数値目標値の設定 

 

 

２．人口及びごみ排出量の予測 

 

（１）人口及びごみ排出量の予測方法 

人口及びごみ排出量の将来推計は、図 17に示す方法で算出した。 

 

 

 

家庭系・事業系ごみ・集団回収の一人一日一日 

平均排出量の推計【B】（ ｇ/人・日） 

 

               ………種類別ごみ【Ａ×Ｂ×３６５（日）×１０】の合計           

 

  

 
      単純推計 

 

 

 

 

 

             図 17 人口及びごみ排出量の将来推計の方法 

 

（２）人口の予測 

人口の推計に関しては、本町が策定した『人口ビジョン』による人口に基づくものとす

る。その推移は図 18 に示すとおりである。 

 

図 18 人口の推移 

8,528
8,040

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

(人)

(平成年度)

実績 推計
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（３）ごみ排出量及び処理量の見込み（単純推計） 

単純推計でのごみ排出量及び処理量は、表 28 及び図 19 に示すとおりである。 

平成 41 年度におけるごみ排出量は約 2,500ｔと予測され、平成 28 年度実績に対し、約

3.5%減少する見込みである。 

 

表 28 ごみ排出量及び処理量の見込み（単純推計） 

 

 

図 19 ごみ排出量の推移（単純推計）  

実績

H28 H34 H37 H41

行政区域内人口 (人) 8,528 8,289 8,188 8,040

可燃ごみ（収集） (t/年) 1,407.16 1,352.06 1,330.38 1,300.85

資源ごみ（収集） (t/年) 206.38 205.67 205.68 205.24

粗大ごみ（収集） (t/年) 22.14 21.51 21.25 20.87

収集小計 (t/年) 1,635.68 1,579.24 1,557.31 1,526.96

可燃ごみ（一般搬入） (t/年) 169.85 165.10 163.09 160.14

資源ごみ（一般搬入） (t/年) 1.60 1.54 1.52 1.50

粗大ごみ（一般搬入） (t/年) 118.04 114.73 113.33 111.28

一般搬入小計 (t/年) 289.49 281.37 277.94 272.92

計 (t/年) 1,925.17 1,860.61 1,835.25 1,799.88

可燃ごみ（収集） (t/年) 190.32 184.98 182.72 179.42

資源ごみ（収集） (t/年) 0.00 0.00 0.00 0.00

粗大ごみ（収集） (t/年) 0.00 0.00 0.00 0.00

収集小計 (t/年) 190.32 184.98 182.72 179.42

可燃ごみ（一般搬入） (t/年) 366.21 404.27 413.03 419.30

資源ごみ（一般搬入） (t/年) 1.60 1.54 1.52 1.50

粗大ごみ（一般搬入） (t/年) 131.45 127.77 126.21 123.93

一般搬入小計 (t/年) 499.26 533.58 540.76 544.73

計 (t/年) 689.58 718.56 723.48 724.15

収集ごみ合計 (t/年) 1,826.00 1,764.22 1,740.03 1,706.38

一般搬入ごみ合計 (t/年) 788.75 814.95 818.70 817.65

集団回収を除く合計 (t/年) 2,614.75 2,579.17 2,558.73 2,524.03

集団回収 (t/年) 1.67 1.63 1.61 1.58

総排出量 (t/年) 2,616.42 2,580.80 2,560.34 2,525.61

［対H28排出量比］ (％) 100.0% 98.6% 97.9% 96.5%

単位

家
庭
系
ご
み

事
業
系
ご
み

予測（単純推計）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

(t/年)

(平成年度)

事業系ごみ

家庭系ごみ

（集団回収含

む）
実績 推計

2,616.42
2,525.61
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３．計画の目標 

 

（１）目標値の設定 

本町の目標値は、国及び大阪府の基本目標等を踏まえた上で設定する必要がある。国や

大阪府の目標値は、表 29 に示すとおりである。 

 

表 29 国及び大阪府の目標値 

 
国   ：「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るための基本的な方針（H28.1、環境省） 

大阪府 ：大阪府循環型社会推進計画（H28.6、大阪府） 

 

 

本町においては、国や大阪府の基本目標等を踏まえて、減量化や資源化の目標値を設定

することが望ましい。 

しかしながら、宿泊施設や物流施設等の建設により、事業系ごみの排出量が増加傾向に

あり、中でも一般搬入による割合が高い。また、可燃ごみとして収集されるごみの中には、

資源化可能なごみが混入しており、更に分別を進める余地がある。これらのことから、本

計画の目標は、前計画の計画目標を継続し、次のとおりとする。 

 

目標１の家庭系可燃ごみ(収集)に混入されている資源ごみについては、21 ページに記載

したとおり、前回の組成調査結果に比べて、構成比で見ると、容器包装紙が約 3.3％、容器

包装プラスチックが約 1.8%の増であるが、他の資源回収品目（段ボール、ペットボトル等）

目標年度 目標値 目標年度 目標値

排出量 H32 H24比約12％削減 H32 H26比約12％削減

再生利用率 H32 27％に増加 H32 15.8％に増加

最終処分量 H32 H24比約14％削減 H32 H26比約18％削減

家庭系ごみ H32 500g/人・日 H32 403g/人・日

大阪府国

目標１ 家庭系可燃ごみ(収集)に混入している資源ごみを、正しく分別してい

ただくよう分別収集を促進し、平成 24 年度実績から、10 年間で 10％

削減する。 

目標２ 一般搬入時に混入している資源ごみを、正しく分別していただく事に

より、一般搬入量を平成 24 年度実績から 10 年間で 20％削減する。 
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は減少となっている。しかしながら、資源として活用でるものが多く含まれ、依然として

低位置にある本町の資源化率にあっては、その向上は引き続く課題であるため、計画目標

年度である平成 41 年度に向けて前頁の目標を掲げるものとする。 

目標２については、その達成のため、一般搬入量自体を減らす必要がある。今後、家庭

系ごみについては、人口も微減していくことが予想される中、現時点ではごみ排出量が増

える要素も想定できない。従って、ごみ排出量や処理量は微減していくものと予測できる

ものの、依然として、本圏域においては事業系ごみの占める割合は極めて高い。さらに近

年、景気の回復とも相まって、内外からの旅行者が増加している状況の下、りんくうタウ

ン内を中心として、宿泊施設、物流施設等が増加しており、これらの要因も事業系ごみの

増加につながっていると想定されるため、標記の目標を達成するためには、事業系ごみの

排出量の減少をめざすことが重要である。 

特に、事業系の一般搬入については、従来より、施設組合処理場内での搬入物の展開調査

を抜き打ちで実施してきたことに加えて、平成 25年度からは調査回数を大幅に増やし、さらに

強化・充実させた経過があり、同調査を継続・強化し、搬入量の抑制や産業廃棄物などの搬入

不適物の除去を推進する必要がある。 

 

 

（２）ごみ排出量の見込み（目標値） 

目標値を達成した場合のごみ排出量及び処理量の見込みは、表 30 及び図 20 に示すとお

りである。 

平成41年度におけるごみ排出量目標値は平成28年度実績の対比において、先に記した、

ごみの排出抑制、再生利用を促進せず、循環型社会形成に向けた改善を行わない場合（単

純集計）においては約 3.5％の減少に対し、改善を行った場合は、約 17.8％の減少となる

と予想される。 

しかしながら、景気の変動は無論のこと、人口の増減によって将来のごみ排出量も大き

く影響をうける可能性もあるため、その際には、本計画の見直しが必要である。 
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表 30 ごみ排出量及び処理量の見込み（目標推計） 

 

 

 

 

図 20 ごみ排出量の推移（目標推計）  

実績

H28 H34 H37 H41

行政区域内人口 (人) 8,528 8,289 8,188 8,040

可燃ごみ（収集） (t/年) 1,407.16 1,325.91 1,304.65 1,275.69

資源ごみ（収集） (t/年) 206.38 231.82 231.41 230.40

粗大ごみ（収集） (t/年) 22.14 21.51 21.25 20.87

収集小計 (t/年) 1,635.68 1,579.24 1,557.31 1,526.96

可燃ごみ（一般搬入） (t/年) 169.85 77.97 77.02 75.62

資源ごみ（一般搬入） (t/年) 1.60 1.54 1.52 1.50

粗大ごみ（一般搬入） (t/年) 118.04 114.73 113.33 111.28

一般搬入小計 (t/年) 289.49 194.24 191.87 188.40

計 (t/年) 1,925.17 1,773.48 1,749.18 1,715.36

可燃ごみ（収集） (t/年) 190.32 184.98 182.72 179.42

資源ごみ（収集） (t/年) 0.00 0.00 0.00 0.00

粗大ごみ（収集） (t/年) 0.00 0.00 0.00 0.00

収集小計 (t/年) 190.32 184.98 182.72 179.42

可燃ごみ（一般搬入） (t/年) 366.21 131.97 130.36 128.01

資源ごみ（一般搬入） (t/年) 1.60 1.54 1.52 1.50

粗大ごみ（一般搬入） (t/年) 131.45 127.77 126.21 123.93

一般搬入小計 (t/年) 499.26 261.28 258.09 253.44

計 (t/年) 689.58 446.26 440.81 432.86

収集ごみ合計 (t/年) 1,826.00 1,764.22 1,740.03 1,706.38

一般搬入ごみ合計 (t/年) 788.75 455.52 449.96 441.84

集団回収を除く合計 (t/年) 2,614.75 2,219.74 2,189.99 2,148.22

集団回収 (t/年) 1.67 1.63 1.61 1.58

総排出量 (t/年) 2,616.42 2,221.37 2,191.60 2,149.80

［対H28排出量比］ (％) 100.0% 84.9% 83.8% 82.2%

単位
予測（目標推計）

家
庭
系

ご
み

事
業
系

ご
み

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

(t/年)

(平成年度)

事業系ごみ

家庭系ごみ

（集団回収含

む）
実績 推計

2,616.42 2,149.80
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４．施策の体系 

 

本町において、基本方針の「発生抑制・循環型利用・適正処分の推進」を柱とした施策

を展開していくものとする。施策の体系は、図 21 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 
 

図 21 施策の体系 

 

 

発生抑制・循環型利用・適正処分の推進
基
本
方
針

○　直接搬入量を平成24年度実績から10年間で20％削減する。

○　家庭系可燃ごみ(収集)に混入されている資源ごみを平成24年度

　　実績から10年間で10％削減し資源化する。

数
値
目
標

主
要
施
策

①　ごみの排出抑制と再資源化

②　中間処理計画

③　最終処分計画

④　その他の計画
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５．主要施策と住民・事業者の取組み 

 

（１）ごみの排出抑制と資源化 

ごみの排出抑制と資源化の目標については「３．計画の目標（１）目標値の設定」に示

しているが、それ以外で目標達成のための取組みとして、下記に示すとおり実施していく

ものとする。 

 

a.住民の役割 

住民は、廃棄物処理法において｢ごみの減量その他その適正な処理に関し、国及び

地方公共団体の施策に協力する責務を有すること｣とされている。また、住民の意識

改革は、排出抑制や資源化を推進するには必要不可欠なものである。 

住民にできる排出抑制や資源化の方法は、表 31に示すとおりである。 

 

 

表 31 住民が実施する施策一覧 

住 
 

 

民 

○消費生活におけるごみ減量方法 

・使い捨て商品など安易な購入の見直し 

・再生品の積極的な購入 

・リサイクルしやすい商品の購入 

・詰め替え商品の積極的な購入 

・過剰包装の商品を購入しない、簡易包装の要請 

・買い物袋の持参 

・長期間利用可能な製品の購入 

・故障したら修理し、できるだけ長く使用 

・リサイクルショップ等の利用 

○ごみとしない資源物 

・店頭回収の利用 

・堆肥化容器やごみ処理機等の積極的な利用 

・家庭内でできる有効利用方法の検討 

・分別収集への協力 

○地域での取り組みへの参加 

・集団回収の積極的な参加 

・フリーマーケットやバザー等の利用 

○行政施策への協力・参加 

・住民どうしの情報交換 

・行政指導の理解と協力 

・行政が主催する企画への参加 
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b.事業者の役割 

事業者は、廃棄物処理法において｢事業活動に伴って生じるごみの排出抑制、再利

用等によりその減量に努めるとともに、ごみの減量その他その適正な処理の確保等

に関し国及び地方公共団体の施策に協力する責務を有すること｣とされている。 

事業者の排出抑制や資源化の方法は、表 32 に示すとおりである。 

 

表 32 事業者が実施する施策一覧 

事 
 

 
 

 

業 
 

 
 

 

者 

○ごみ減量の工夫 

・廃棄物のでにくい商品企画設計 

・使用済み商品の再使用及び再生利用 

・従業員の意識改革 

○生ごみの堆肥化実施 

○長期間利用可能な製品の購入 

○紙等の有効利用促進 

○事業所内の資源物の資源化回収ルートを確立し、分別の徹底 

○再生品の積極的な利用 

○再生利用可能な製品の開発・材質表示 

○再生利用可能な梱包材の使用 

○再生品の生産・販売の拡大、技術開発 

○長期間使用可能な製品の開発、アフターケアの体制づくり 

○過剰包装の自粛 

○資源回収方法や回収ルートの確立 

○簡易包装の推進 

○買い物袋の持参に対するサービス体制づくり 

○店頭回収の実施 

○リサイクル可能な商品の販売や詰め替え商品の積極的な販売 

○家電リサイクル法に伴う家電製品の受入及び処理態勢の確立 

○分別収集の協力 

○行政施策の協力 

 

 

c.行政の役割 

行政（本町及び施設組合）は、住民及び事業者に対して意識改革を進めるために、

それらを支援する施策や啓発活動を行うものとし、自らごみを排出するものとして、

率先してごみの排出抑制や資源化に取り組むものとする。 

行政の排出抑制や資源化の方法は、表 33に示すとおりである。 
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表 33 行政が実施する施策一覧 

行 
 

 
 

 

政 

○『発生抑制・循環型利用・適正処分の推進』の遂行 

○ごみ搬入者及び許可業者に対するごみ分別徹底指導 

○民間リサイクル業者の紹介 

○ごみ処理発生状況や費用等（各種データの客観的な情報公開） 

○パンフレット、ポスターによる住民啓発活動 

○住民参加型の体験学習等の催し開催 

○事業者に対するごみ減量の指導 

○事業者に対しての再生品製造の啓発 

○資源団体回収の周知 

○店頭回収の推進 

○分別収集体制の確立及び適正処理の実施 

○循環型社会構築のための施設整備 

○住民や事業者とのネットワークづくり 

○商店・企業へのごみ減量化の要請 

○庁舎内のごみ減量化対策の実施 

○庁舎内での積極的な再生品の利用 

○展開調査（ダンピング調査）の更なる強化 
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（２）収集運搬計画 

 

a.基本方針 

収集運搬について、家庭系ごみにおいては本町が、事業系ごみにおいては事業者自ら 

が主体となって行うものとするが、臨時的または多量排出されるごみについては、排出 

者自らが施設に一般搬入するものとする。 

 

b.収集区域の範囲 

収集区域は、泉州空港中地区を除く田尻町域とする。 

 

c.収集運搬の方法 

収集運搬の方法は、現状どおりとする。 

 

d.収集運搬量 

本町の収集運搬量は、表 34 に示すとおりである。 

収集運搬量については減少する見込みである。 

 

表 34 収集運搬量の見込み（目標） 

（単位：ｔ/年） 

 実績 予想（目標） 

Ｈ２８ Ｈ３４ Ｈ３７ Ｈ４１ 

収集運搬（家庭系） 1635.68 1579.24 1557.31 1526.96 

 可燃ごみ 1407.16 1352.06 1330.38 1300.85 

資源ごみ 206.38 205.67 205.68 205.24 

粗大ごみ 22.14 21.51 21.25 20.87 

 

e.収集運搬に関する施策 

施策１ 収集運搬体制の継続 

収集・運搬に関し、現在の収集頻度を維持するとともに、住民の利便性を考慮し

た回収方法を必要に応じ検討していく。 

今後とも、収集・運搬に関する住民サービスの維持と、行政負担のバランスを考

慮して収集・運搬体制を整備していくものとする。 

 

施策２ 分別徹底の啓発・指導 

排出や搬入されるごみの分別が徹底しないと、それぞれの処理施設での適正処理
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に支障をきたしてしまう。従って、ごみ分別について住民啓発や事業者指導を行っ

ていくものとする。 

また、分別徹底の啓発や指導については、広報紙等を活用し啓発していくものと

する。 

 

 

（３）中間処理計画 

 

a.基本方針 

中間処理は、収集・運搬されたごみを減量化・資源化・安定化し、最終処分場へ

の負荷を軽減するために行われ、ごみ処理の中では最も重要な過程である。 

従って、今後もごみ処理が安全かつ安定的に継続できるよう、必要な処理システ

ムの整備と適正な維持管理を行っていくものとする。 

 

b.中間処理の方法及び量 

施設組合の中間処理は、可燃ごみが焼却施設にて焼却処理されている。また、粗

大ごみ及び資源ごみの一部が破砕・選別処理して、資源物を資源化している。 

施設組合における中間処理量（表 35）は、今後減少する見込みである。 

 

 

 

表 35 施設組合における中間処理量の見込み（目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：t/年）

実績

H28 H34 H37 H41

中間処理量（本組合合計） 49,059.82 45,654.78 44,781.65 43,496.21

焼却処理 46,718.79 43,701.05 42,964.30 41,829.40

破砕・選別処理（粗大ごみ） 2,341.03 1,953.73 1,817.35 1,666.81

中間処理量（泉佐野市、資源ごみ） 2,706.96 3,524.52 3,869.40 4,280.97

中間処理量（田尻町、資源ごみ） 209.58 208.75 208.72 208.24

※「焼却処理」量には、し尿処理汚泥や他の中間処理施設からの可燃残渣も含む。

予測（目標）
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c.中間処理に関する施策 

施策１ 新ごみ処理施設の整備推進 

施設組合のごみ処理施設はそれぞれ稼働開始から 30 年以上を経過しており、各設

備の老朽化が著しい状況にある。 

平成 21 年度に泉佐野市が財政健全化計画を策定し、公共施設の維持管理の方向性

が定められ、新施設の整備に関しては当面延期することとなった。これにより、現

施設の長寿命化を図る中で近隣施設との広域処理も検討を重ねたが、処理量や経費

の問題から不可能であるとの結論に至った。 

こうして、新ごみ処理施設の整備が必要になり、概ね平成39年度から事業着手し、

前回のごみ処理基本計画において、平成 42 年度の供用開始をめざすことを記した。 

以降、新ごみ処理施設の建設に向けて関係機関との調整を進める一方で、平成 27

年３月には「施設組合第二事業所長寿命化計画」を策定し、より効率的かつ合理的

な長寿命化対策を講じてきた。 

なお、前回のごみ処理基本計画では、当該施設の建設予定候補地を本圏域内のり

んくうタウン北地区としていたが、平成 28 年３月の「次期ごみ処理施設整備事業に

伴う立地アセス検討業務報告書」などを経て、最適な候補地を泉佐野市上之郷にあ

る旧泉佐野コスモポリス予定地とした。 

今後は、平成 42 年度の新ごみ処理施設の供用開始に向けて、施設基本構想や循環

型社会形成推進地域計画をはじめとする関係諸計画を策定し、事業推進を進めてい

くものとする。なお、その過程において、近隣自治体等との更なる広域処理の検討

も含んだ上で、より効果的かつ合理的な方策の検討も進めていくものとする。 
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（４）最終処分計画 

 

a.基本方針 

現在、施設組合の焼却施設から発生した焼却残渣は、フェニックスで処分を委託

している。今後も継続していくものとする。 

 

b.最終処分の方法及び量 

最終処分の方法は、現状と同様に行うものとする。 

施設組合の最終処分量（表 36）は、今後減少する見込みである。 

 

 

表 36 施設組合の最終処分量の見込み（目標） 

 

c.最終処分に関する施策 

施策１ 安定的な最終処分の継続 

施設組合の焼却施設から発生する焼却残渣は、フェニックスの最終処分場にて処

分されているが、今後継続的に処分するためには、ごみの減量化及び資源化を図る

ことが不可欠としている。 

従って、今後も適正処分を継続するとともに、最終処分量を削減するため、可燃

ごみの排出者である住民や事業者の分別徹底を啓発・指導するとともに、施設組合

の処理施設での減量化を引き続き行っていくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：t/年）

実績

H28 H34 H37 H41

最終処分量（本組合合計） 6,357.00 5,496.86 5,194.23 4,810.70

最終処分量（泉佐野市） 5,966.97 5,255.55 4,965.68 4,598.07

最終処分量（田尻町） 339.63 241.31 228.55 212.63

予測（目標）
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（５）その他の計画 

 

a.災害廃棄物対策 

災害時に発生する廃棄物に関しては、地域防災計画などの防災に関する計画と整

合を図りつつ、災害廃棄物処理計画を整備し、災害時の円滑な広域的処理体制の構

築を図るため、構成市町及び大阪府・近隣自治体との緊密な連携を図っていくとと

もに、より効果的で具体的な対策を講じる必要がある。 

 

b.施策推進のための体制づくり 

廃棄物処理法では、市町村における一般廃棄物の減量対策を実効あるものとする

ため、廃棄物減量等推進審議会及び廃棄物減量等推進員の制度が設けられている。 

また、地域の廃棄物減量等推進員については、地域の一般廃棄物減量、再生利用

の促進を図っていくためのリーダーとしての役割が求められている。 

今後、ごみ処理について住民や事業者等の協力によるさらなるごみ減量や資源化

の推進のため、施設組合及び泉佐野市との三者協働体制の構築を検討していくもの

とする。 

 

c.事業者への協力 

廃棄物の元となる製品、流通容器等の製造、加工、販売等を行う事業者に対して、

ごみを減量するため、自主回収ルートの確立、ごみにならない容器の利用促進及び

適正処理困難物等の処理施設整備について、施設組合及び泉佐野市と連携の上、関

係各機関との調整を図るものとする。 

 

d.廃棄物再生事業者の協力 

本町から排出されるごみの減量や再資源化のためには、これらに関連する再生事

業者の協力が不可欠である。従って、必要に応じて協力できるような体制を構築し

ていくものとする。 

魚あらについては、食品リサイクル法に基づき国の登録を受け、府内で魚あらの

再生利用を行う唯一の事業者で、本町が搬入先と認めた施設（小島養殖漁業生産組

合）において資源化を図っていく。 

 

e.不法投棄対策 

近年の不法投棄増加による環境への悪影響は全国的な社会的問題であり、不法投

棄場所のみではなく、その周辺地域の環境破壊が懸念されている。 

本町においては、日常から不法投棄監視重点場所の見回りや、近隣市町、大阪府
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及び警察等関係機関と連携して、パトロールを実施するとともに、防止看板の設置

及び提供を行うなどの対策を図っていく。 

 

 

f.計画の進行管理 

計画における目標を達成するためには、計画の各段階において進捗状況を点検・

評価し、次の施策展開に反映させていく必要がある。 

また、廃棄物を取りまく社会情勢は日々変化していることから、新たな知見を随

時取り入れていくことも重要と考えられる。そのため、計画の進捗状況はＰＤＣＡ

サイクルなどを用いて点検する。 

点検は、数値目標の進捗状況の分析・評価を行い、問題点について整理する。こ

れにより課題を明確に把握し、取り組みに反映させるとともに、必要に応じて見直

しを行うものととする。 

 

 

図 56 ＰＤＣＡサイクル(イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（行動計画の策定）

何をどのように実施するかを
計画する。

Do（施策の実行）

行動計画に従って施策を実行
する。

Check（評価）

行動計画の達成度合いを評価
し、その要因を分析する。

Action（見直し）

行動計画の継続・変更につい
て検討する。

ＰＤＣＡ
サイクル
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一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

 

平成３０年３月 策定 

田尻町 

〒598-8588 大阪府泉南郡田尻町嘉祥寺 375 番地 1 

電話 072-466-5005 


